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アメリカ開発援助政策に見られる｢社会主義｣との対抗
- 1957年の構想における経済発展の ｢二つの道｣の議論-

中 島 醸

0.はじめに

本稿の課題は,1957年にアメリカ議会に提出された二つの途上国開発援助政

策構想 (MIT国際研究センター報告と経済開発委員会(CED)政策研究委員会

報告)に見られる経済開発に関する ｢社会主義｣との対抗を,その ｢社会改革｣

的要素と経済開発の方向性の二つの側面から再検討することである｡

1989年から91年にかけての ｢社会主義｣圏の崩壊による ｢冷戦の終蔦｣から

10年が経った現在,この東西冷戦の ｢終蔦｣は,｢南北問題｣の解決に役立た
なかった,という理解はそう特異なものではなくなってきているLl)0.それだけ

でなく,近年の経済のグローバリゼーションによって,先進諸国と途上国との

貧富の格差と,国内における貧富の格差という二重の格差構造は,いっそう深

刻化しているのである【2)｡こうした中で,99年シアトルでのWTO閣僚会議以

降,経済のグローバル化に抗議する運動も多く見られるようになってきた(a)O

現在の南北の格差問題の様相と関わって,本稿の問題関心を以下の三点にわ

たってまとめておきたい｡

第-は,グローバル化した世界経済のもとでの国家の役割についてである｡

近年,経済のグローバル化という一国的枠組を超えた問題状況の下,グローバ

リゼーションに批判的な議論の中でも,国家権力の限界性がつとに強調される

ようになっている(4)｡しかし,80年代以降先進諸国で行われた新自由主義的な

改革が,IMF構造調整という名の下に途上国へも押し付けられていき,途上因

政府は多国籍企業誘致のため自国の労働組合の活動を規制する政策をとってい

ることを鑑みれば,先進諸国の途上国の政策に対する影響力は依然として強い

と言えよう｡従って,国家政策そのものを本格的に検討しなければ,グローバ

リゼーションの持つ弊害を正確に把握することはできないであろう｡
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第二は,上記の問題とも関わるが,途上国国内の国民統合との関わりについ

てである｡従来,途上国の開発戦略に関して,東アジアの成功と中南米の失敗

との対比に見られるように,経済成長そのものに重点が当てられて議論されて

きたが,途上国の国民 ｢統合｣のあり様は,かなりの程度先進諸国とは異なっ

た形で行なわれてきたと考えられる｡この問題を検討しているのが ｢開発独裁｣

論であろう(510非平等的で政治的 ･社会的 ･経済的諸権利の制限 (-｢社会改

革｣の不徹底)を伴った国民 ｢統合｣の問題は,現在の途上国国民の貧困化を

捉える上で,踏まえておかなければならない論点であると思われる｡

第三は,途上国の政治的力の減退と ｢社会主義｣(とその崩壊)の影響につ

いてである｡南北問題に対する ｢第三世界｣としての途上国側の発言力が弱まっ

た背景には,多国籍企業の世界的展開などに象徴される経済のグローバル化と

いう要因だけではなく,｢社会主義｣の影響力の低下という側面もあると思わ

れる｡資本主義世界への ｢社会主義｣による圧力がなくなった (もしくは極端

に小さくなった)現代における先進国の政策,途上国経済を考える際には,こ

れまでの ｢社会主義｣の先進諸国 ･途上国両方の政策に与えてきた影響の実態

を改めて明らかにすることが必要であろう｡

1.課題の設定

(1)戦後アメリカ開発援助政策の転機としての1957年

上述のような現代的関心から,戦後アメリカ開発援助政策の内実を社会主義

との対抗を意識しつつ検討するのが本稿の課題である｡その際,戦後アメリカ

の途上国の開発援助政策が,アメリカの外交政策の中で重要な位置を占め,包

括的な構想が打ち出され始めたと理解されている1957年に焦点を当てたい(6)0

アイゼン-ワ-政権第二期の始まる57年には,対途上国援助政策の軸が,同政

権第一期50年代中葉の軍事援助重視の援助政策から,経済開発を通じた形での

自由主義陣営への統合を図る方向へと転換し,60年代ケネディ政権以降に本格

的に展開される開発援助政策の萌芽が見られた,とされている(7)0

また,かかる50年代末葉の対途上国援助政策転換の背景として,ソ連の ｢経

済攻勢｣,米ソの ｢経済援助競争｣,中国の経済発展,途上国自身の経済成長へ
の要求があったことも,一般的に指摘されることである(8)01955年にソ連がア

フガニスタン,ビルマ,インド,インドネシアといった諸国と一斉に結んだ援
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助協定 (-｢経済攻勢｣)や,革命後の中国の計画経済に基づく飛躍的な経済
発展が,経済発展を切望する途上国に多大なるインパクトを与え,経済開発へ

の要求が高まってきたのである｡そうした中で,アメリカの対途上国援助政策

ら,単純に贈与という形での軍事援助による ｢強制的｣な統合ではなく,途上

国国民の要求に応える形で経済発展を通じての自由主義陣営への統合という援

助政策に変わってきたのである伽｡

(2)本稿の問題意識

しかし,上記のような通説的な理解では,50年代末葉に現れた途上匡l開発援

助構想において,｢社会主義｣との対抗がどのような影響を与えたのかについ

て,うまく捉えられないと思われる｡

後で検討するように,当時のアメリカの開発援助政策の議論においては,逮

上国の経済成長の社会主義的路線に対抗して,資本主義型の経済発展の道を提

示するという内容を持っており,途上国を自由主義陣営に留めておくために,

その全体的ヴィジョンを明確化するという問題意識を持っていたのである｡そ

して,その資本主義型の経済発展の道を提示したことには,単に東西冷戦下の

勢力圏争い,援助競争を意味しただけではなく,途上国社会の ｢改革｣に関す

る社会主義との対抗意識や,経済発展の路線に関する実体的な対抗といった意

味が含まれていた,と思われる｡

アメリカの途上国開発援助政策の途上国社会に対する ｢改革｣性については,

土地改革に対する研究などで,その限界性が指摘されてきたu伽o大きく括って

それらの研究では,地主層が途上国支配層の中で中心的地位にいるために,土

地改革に対する限界性があった,という点に焦点が当てられているqDoただ,

本稿の問題意識から言えば,そもそものアメリカの援助構想自体が,いかなる

途上国の ｢改革｣を想定していたのか,構想全体の中でなぜそうした ｢社会改

革｣的要素が,包括的に展開されなかったのか,という課題はほとんど検討さ

れていないと思われるqao

｢社会主義｣との対抗に関しても,従来,｢社会主義｣陣営と ｢自由主義｣

陣営のどちらが途上国を勢力下に組みこむか,そのためどちらが援助するか,

という観点からの議論が多かったと思われる｡また,新植民地主義論などの資

本主義の全般的危機論を前提とした諸研究や ｢社会主義｣陣営自身からは.,政
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治的独立を達成した途上国に経済的独立を保障するのか,新たな形態での経済

的従属を押し付けるのか,lという形での議論が行なわれていたugoこれらの議

請では,必ずしも,途上国の経済発展に関する ｢二つの道｣の実体的な対抗軸

が見えてこないのである｡

(3)57年援助拡充派の構想

以上の問題意識から,戦後アメリカの途上国開発援助構想を対象として,

｢社会主義｣との対抗の実態に焦点を当てながら検討を行なっていきたい｡

本稿の具体的な検討対象としては,1957年に相互安全保障法の審議を行って

いた上院対外援助検討特別委員会に提出されたいくっかの構想の中で,援助拡

充派と位置づけられる経済開発委員会(CED)の政策研究委員会報告 (以降,

cED報告と略)と,MIT国際研究センター報告で後にM･F･ミリカン,W･

W･ロストウ名で出された報告 ｢一つの提案- 効果的外交への鍵｣(以降,

MIT報告と略)の二つを取り上げたい4㌔

cED報告,MIT報告ともに,その報告書が上院特別委員会に提出されては

いるが,ここではそれぞれの刊行されたパンフレットや著作を用いる｡この二

つの報告を検討する理由は,両報告とも,57年に議会特別委員会に出された報

告書の中で援助拡充派の議論に位置づけられ,60年代に本格的に展開される途

上国開発援助政策の原型を打ち出している,と思われるからであるoMIT報

告は,後のケネディ政権の大統領顧問となり,当時の ｢後進国開発路線｣の代

表的イデオローグであったW･W･ロストウとM ･ミリカンの二人が,その

主たる著者であったq9｡またcEDは,アメリカの産業団体の中でも,単純に

経済界の利害を反映するというより,経済界の意向を踏まえつつも,より広い

視野でアメリカ政府の政策にたいする提言をする組織として位置づけられるuO.

したがって,この両者の報告を検討することで,60年代ケネディ政権期以降

に本格的に展開されるようになる途上国開発援助政策の萌芽 ･原型をみて取る

ことができると言えようq竹｡

2.援助政策の質的転換の主張

1957年に上院特別委員会に提出された,cEDとMITの両報告は,どちらも＼
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その基調として,既存の援助政策のあり様を批判し,途上国開発援助をアメリ

カの外交の重要な政策として拡充すべきであると主張していた｡

(1)既存援助政策への批判- 軍事援助偏重への批判

まず,両報告とも,当時の途上国向け援助政策の位置とその質の転換を提言

している｡既存の援助政策は,戦後復興や軍事援助を中心とした政策であって,

その対象も ｢低開発諸国｣全体ではなく,主にヨーロッパや,軍事的に重要な

地域 ･国に限定されていたq抄｡しかし,こうした既存の援助だけでは現在,ア

メリカ,自由世界が直面している問題に対処できない,という問題意識を,二

報告とも強く持っているu訓o

cED報告は,その冒頭で,当時のナメリカは,｢経済成長を求める自由世界

の低開発諸国｣からの要求が重要性を増すことによって,その ｢対外援助政策

を根本的に再評価することを求める世界政治の新たな責務に直面させられてい

る｣と述べているCO｡

他方,MIT報告は,当時の外交政策が,｢協定や条約,交渉,国際外交など

を重視しすぎ｣,他国が ｢安定しかつ効果の期待できる民主的な社会｣として

発達するよう促進する政策を軽視しすぎてきたためCV,経済開発のための ｢民

主主義的過程に特有な一貫した説得力のある対抗策を打ち出していない｣と批

判しcm,途上国の経済開発を促進する援助を行うことによって,米国の安全保

障と途上国の発展を促すという外交政策の目的を達成すべきであると論じてい

る田｡

(2)途上国国民の経済成長への要求と共産主義の攻勢

cED,MIT両報告がかかるアメリカの援助政策の質的転換を訴えた背後に

は,経済開発への要求を持っ途上国諸国が,国際政治の舞台で大きな発言力を

持つようになり伽,共産主義の側がその要求に付け込んできており,自由世界

にある途上国の共産主義化,ソ連の ｢衛星国｣化をもくろんでいる,という危

機感があった｡

この問題は,途上国の経済発展の共産主義的方法と資本主義的方法,という

｢二つの道｣の対抗という形で提示されており,両報告には,55年以降,ソ連

が20カ国以上の非共産主義途上国への経済援助を行ない,共産主義的経済成長
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の道筋を示すことで,途上国の支持を集めているのに対し田,アメリカは資本

主義的経済成長のヴィジョンを示せていない,という危機感が強烈に現れてい

る｡

cED報告では,ソ連のかかる経済援助,｢経済攻勢｣は,途上国の経済成長

それ自体を目的としたものではなく,途上国の経済成長への関心を ｢その地域

に (共産主義を- 引用者)浸透させるようために利用している｣性格を持っ

たもの,として批判されている｡しかし,共産主義の経済援助は,途上国の低

い生活水準からくる困難と経済成長への強い関心とを利用して行われており,

それがいかに ｢プロパガンダの詰め込まれた援助でも,もしその援助が被援助

国の最も緊要に開発の必要なものと一致していれば,一開発を促進するであろう｣

し朋,それが途上国にとって魅力あるものとなっていることこそが問題である,

と論じられている｡

MIT報告も同様に,共産主義者は ｢いかにも共産主義が社会改革への道であ

るかの如くみせ｣,｢状況に応じて,経済改善への道,個人の威厳,及び業績を
高める道,国民の自尊心を満足する道として描く｣mため,相当の ｢効果｣を

持っていると述べている｡かかる ｢共産主義｣の攻撃に対して,アメリカは,

｢昔と違って,これらの民衆の社会的ないし経済的改革への熱望と無縁である

し,あるいはこれらの熱望を満足すべきユートピア的社会のイメージとも無縁

である｣として偽,アメリカが ｢社会主義｣陣営の攻勢に押され,劣勢にたっ

ているという危機感を強くもっていたのである｡

共産主義の途上国向け経済援助が,共産主義政治体制の押し付けという要素

を持っていたとしても,途上国の経済成長への渇望と合致し,実際の経済発展

に役立っものであって,自由主義陣営からの援助がなければ,途上国は ｢共産

主義的方式｣での経済発展の道を選択せざるを得ないのである｡したがって,

自由主義陣営 (の中心国としてのアメリカ)は,この ｢共産主義的方式｣に対

抗した経済発展の ｢自由世界方式｣を提示する必要があったのである0

(3)先進国経済に対する危機感

かかる途上国の経済成長に関わる認識と同時に,両報告は,もう一つ別の筋

の関心を持っていた｡それが,先進諸国,その中でも特にヨーロッパ諸国と日



アメリカ開発援助政策に見られる ｢社会主義｣との対抗 73

本の経済成長に対する関心である｡cED報告では,この ｢自由世界の箕しい

地域において経済がより大きく｣なることは,先進諸国,特に外国貿易への依

存度が高い ｢ヨーロッパの先進同盟諸国へ,大きな経済的影響｣があり,自由

世界全体の強化につながるとしている田｡一方,MIT報告は,ヨーロッパの同

盟諸国の軍事負担がアメリカの軍事援助が減少する中で増大しており,これら

の諸国の ｢生産を増加｣させ ｢所得水準を上昇せしめるには｣,｢原料輸入の増

加｣と ｢市場拡大｣という国際貿易の拡大が必要であり,国際貿易の中で途上

国経済の開発が将来極めて重要になってくるとして,先進諸国の経済問題の解

決と途上国経済開発の密接な連関を強調しているCW.

3.｢共産主義｣の脅威と ｢改革｣性の強調

∩) 伝統的社会秩序の解体に伴う ｢改革｣の不可適性

以上のような問題意識から,両報告は,途上国の経済開発援助の重視を訴え

るわけであるが,その際,経済援助計画を,単に経済成長,経済問題に限定し

ない性格を持った政策と位置づけており8",経済発展の ｢自由世界方式｣の

｢改革｣的要素を強調しているのである｡

この点,MIT報告は,次のように論じている｡途上国の経済開発は,既存

の伝統的社会の統治 ･秩序を壊す性格を持っており,共産主義が付け込むのも,

単に途上国の貧困さにではなく,その ｢伝統的社会の不安定化｣にである｡し

たがって,この経済開発援助は,単なる ｢胃の府の問題｣という認識の上に立っ

た ｢経済J開発では,途上国民衆の ｢精神的 ･感情的要求｣に応えられない田O

実際,途上国民衆の要求は,経済成長とともに,教育や社会改革 (伝統的な社

会統治形態,つまり封建的社会の安定性を揺るがし崩壊させること)への渇望

が強くみられる田｡そして,この ｢変革の過程｣は,｢すでに不可避的かつ不可

逆的に進行しており｣,｢半封建的な安定を維持しようなどという選択肢は,見

当外れである｣ため伽,こうした新たな情勢に対応した,途上国社会の ｢改革｣

の実施を伴った経済援助計画を提起しなければならないのである｡

cED報告の方も,この点,｢開発の成功によってしばしば,長らく習慣となっ

た社会的･経済的様式が破壊されるような問題｣が生じ,経済開発の進展が妨

げられる事態になるかもしれないが,｢もう一つの選択肢｣である共産主義化

を避けるためにも,｢我々は危険を冒さなければならない｣と論じている田o
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つまり,経済開発が引き起こす伝統的統治構造の解体は,途上国の統治を不

安定化する危険があるが,もしその危険を恐れ自由世界が経済開発援助に乗り

出さなければ,途上国政府が共産主義革命によって転覆されてしまうというよ

り恐ろしい事態となるため,あえて危険を冒しても経済開発を促進する援助を

行わなければならない,という認識を強く持っているのである｡

(2)｢自由世界方式｣の ｢改革｣性の打ち出し

さらにMIT報告は,途上国経済成長の ｢共産主義的方式｣と対比して,｢自

由世界方式｣の優位性を,その途上国社会に対する ｢改革｣の内実と関わらせ

て打ち出しているのである｡

｢共産主義の開発方式｣は,｢自由世界方式とは決定的に異なり,市民の福祉
改善のために必要な農業や軽工業の発展を犠牲にして,軍事力に重要な重工業

の成長を重視｣している.しかし,途上国国民がかかる問題を持った ｢共産主

義｣に魅力を感じ,｢革命｣の危険性が高まるのは,｢多くのアジア諸国におけ
る知識人の間｣で ｢社会主義｣という言葉が,｢機会均等,公共福祉を経済的
任務の基準とすること,公平な所得分配,個人ではどうすることもできないよ

うな危険から個人を守ること,それぞれの市民が,社会的責務を認めること,

等々｣と同義と理解されているように問,｢いかにも共産主義が社会生活のため
の好機となり,経済を改善し,個人の尊厳を高め個性をかちとり,国民の自尊

心を満足させる道｣として描き出されるからである即Q

これに対して,｢自由世界的方式｣に関して,｢その国のあらゆる市民に対し
て,彼らの経済的,社会的,ならびに政治的改善への現れつつある渇望が,開

発が進展するにつれ,少なくともある程度満たされうるという希望を与え

る｣劫もの,と論じているO

経済成長の ｢共産主義的方式｣が途上国国民に受け入れられているのは,

(実際にはそうではないにもかかわらず)その全面的な既存統治に対する ｢社

会改革｣性に魅力が感じられるからである｡そのため,｢自由世界方式｣こそ

が,真の ｢改革｣を実現できるという形で優位性を打ち出しているのである｡

両報告とも,経済開発援助に,条件や ｢ヒモ｣をっけ,相互防衛 ･友好関係

の保証を要求したり,民間企業投資に有利な環境整備を要求したり,条件の受

け入れない国への援助を打切るなどの政治的取り引き-の利用を批判し,｢ヒ
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モ｣なしの援助を提起しているが,その意図も,この点に見て取れるであろうO

つまり,途上国において ｢全体主義的な｣経済発展の方向との経済発展の成果

を争い勝利することによって,結果として自由世界の安定 ･発展を実現すると

いう ｢迂回｣的手段として位置づけているのである脚｡

(3)経済開発援助の実質的内容- 民間資本投資のための ｢地ならし｣

以上見てきたように,CED,MIT両報告は,途上国経済開発援助の目的に

ついて,｢共産主義の脅威｣を意識しつつ,途上国国民にとっての ｢改革｣的

要素を軸に,途上国の経済発展の道の二つの対抗を論じていた｡しかし,実際

の改革提言を見てみると,その ｢改革｣は民間投資のための環境作りにのため

の ｢改革｣であった｡次にこの点を検討したい｡

MIT報告は,途上国の経済成長の ｢自由世界方式｣の展望として,三つの

経済成長段階を提示している.経済成長に必須な基礎的条件を形成する第一段

階,経済が急速に成長し,持続的経済成長が可能となる第二段階,規則的な経

済成長が長期にわたって持続し資本輸入国から資本輸出国となる第三段階,と

分けている的｡

この経済成長の段階区分は,報告が提起する開発援助計画の対象 ･内容を明

確にする上で重要であった｡第一段階における途上国向け開発援助の主たる内

容は,経済成長に必須な条件を形成することであって,生活水準が非常に低い

ため自力での資本形成,生産的投資を行なえず,かつ外部の資本も吸収し利用

する基盤 (教育 ･熟練といったソフト面と輸送 ･通信といった-ード面の両方)

もない,という状況の改善を目指すものであった｡

こうした途上国の資本不足を補い,｢自立的な長期的経済成長へ移るのを準

備する｣ものこそ,｢外部資本｣としての外国からの政府借款であり,アメリ

カは途上匡l開発援助の拡充をしなければならない,と主張している｡

その際,投入される ｢外部資本｣が,多くの経済部門において,生産的投資

へと向けられなければならず,その基盤づくりのための援助が同時に必要とさ

れる｡これは,｢教育とか,熟練とか,気構えとか｣,｢相当に有能な政府と行

政官をつくる｣といった ｢最低基礎条件｣や ｢輸送,通信,動力といった基礎

施設｣とされ,｢外部から供給できる｣ような資本とは異なり,その形成には

途上国自身の姿勢が問われるものとされている仏D.前者の,行政官 ･経営者 ･
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職長 ･熟練労働者-の教育や訓練の提案は,経済開発を担う健全な主体の形成

を意味していると言えよう供か.

そして,かかる基盤整備,基礎条件の育成は,基本的に ｢民間資本を増大せ

しめるのため｣の ｢地ならし｣として位置づけられているのである的｡

前節で見たように,両報告は,経済発展の ｢共産主義的方策｣との対抗上,

途上国社会の ｢改革｣を主張しているが,実際の政策提言で展開されているの

は,民間投資の受け入れ基盤に必要な限りでの ｢改革｣であった｡MIT報告

は,｢社会主義｣が機会均等 ･所得の平等的分配 ･福祉の実現のシンボルとし

て受け止められ,途上匡l国民の期待を吸収している,と指摘しているにもかか

わらず,それに対抗するために打ち出した ｢自由世界方式｣の実際の提言では,

外国資本の生産的投資のためのインフラ整備や企業家 ･行政官 ･熟練労働者等

の育成しか論じられていない｡福祉の拡充や労働者の団結権や団体交渉権の保

証など所得の平等的分配のための方策については,｢政治的扇動から離れ｣,

｢現制度の枠をもってする労働階級の福祉｣への関心を強めた正しい労働運動

が ｢工業開発に付随して｣始まっていると指摘し,｢経済成長をより活発に促

進し,このような (労働者および農民の- 引用者)グループに機会を与え,

福祉増進の努力をいくらかでも成功せしめるようにするならば,これらの組織

体が着実になる (政治的抗議の志向を弱める- 引用者)のを甚だしく促進し

得る｣と述べているに留まっている㈹｡つまり,所得の平等化など政治的要求

に対して政治な施策でもって対応するのではなく,経帝成長によるパイの増大

によって対応しようという発想を持っていることが読み取れようq9｡

つまり,ここでの議論は,社会主義との対抗上打ち出した ｢自由世界方式｣

の途上国に求める ｢改革｣は,途上国Eg民の経済的 ･社会的同権化を主眼とし

たものではなく,民間資本の活動が効率的に行なえるような社会への ｢改革｣

であった,ということである｡

また,MIT報告が,経済援助を民間企業への投資という条件をつけない

｢ヒモなし｣にした方が,結局,民間投資へのインセンテイヴが促進されると

論じ,その根拠として,｢民間投資に有利な環境は,政府の保護下に,かなり

猛烈な資本形成を行なったのち,はじめてつくり上げられる｣ことを指摘して

いるのは興味深い点である"Qo当初からMIT報告が,途上国経済開発の初期段

階においては,将来的な資本蓄積適合的な基盤の国家主導による形成を主眼に
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置き,初発の資本蓄積に際しては,途上Eg政府の ｢開発独裁｣政権的傾向を,

やむを得ないものとして,MIT報告が当初から構想していたと理解できようun｡

4.世界資本主義経済への組込み- アウタルキーの回避

途上国の経済発展に関する ｢二っの道｣の対抗は,前節で見てきたように途

上国社会の ｢改革｣性を競う形で提起されていたが,その経済的意味を見てみ

ると,アウタルキー的路線と,世界資本主義経済へ組み込んだ方向での路線と

いう ｢国民経済｣建設路線に関する,実体をもった経済開発援助政策の対抗と

なっていることが分かるであろう｡次にこの点を検討したい｡

両報告においては,途上国における効率的な民間資本活動ができるような経

済を削旨す際の前提として,途上国経済のアウタルキー的発展の回避が,位置

づけられている｡報告が途上国の経済開発促進を主張する背景の一つに,先進

諸国経済の成長促進という問題意識があったことは,前述の通りである｡当時

の先進諸国の貿易は,まだ先進諸国間の貿易が大きな割合を占めていた｡しか

し,ヨーロッパ諸国や日本のよりいっそうの経済成長を促進させるためには,

将来的に ｢10億人以上の人々｣がいる途上国が経済発展することが決定的に重

要となっていたのである0㌔

cED報告とMIT報告のどちらも,途上EEl経済発展の重要性を,先進諸国産

業にとって重要な原材料の供給源と,先進諸国の生産物を売りこむ市場,とい

う二つの観点から捉えていた仇抄.ここで,途上国経済を,単に原材料供給者と

しての観点だけではなく,途上国国民の所得増大を通じて,先進諸国生産物の

市場として開拓するという観点からも位置づけていたことは,注目に値 しよ

う脚｡

ただここでは,MIT報告が,途上国の経済成長が先進諸国経済へ好影響を

もたらす前提として,途上国が極端なアウタルキー的路線に流れることを回避

し,世界資本主義経済へ参加することを決定的に重要な要素として,位置づけ

ていることを取り上げておきたい｡

経済成長の初発の段階 (第一段階)においては,途上国がアウタルキー的経

済成長の方策を実施しようとする傾向があり,これは全く根拠のないことでは

ない｡｢天然資源産業が植民地主義を連想させる｣し,匡l際市場も頼りない,

という理由から,しばしば ｢輸出可能商品を生産することを目的とした投資機
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会への優先権を考え｣ず,世界市場で有利な自国の鉱物原料資源の開発を優先

しないことがある｡また,競争力のない自国産業を育成するため,関税や割当,

為替統制などを通じて,商品輸入に対する制限を設ける保護主義的貿易政策を

とることもある別｡

こうした政策には,ある程度妥当性があるのだが (事実,アメリカも同様の

行動をとった),もし途上国がアウタルキー的政策を徹底させてしまい,｢経験

もなく,自然的優位にもないような産業で,自給自足をはかるなら｣,｢現在は

もちろん,近い将来においても,大規模操業の必要な多くの産業を維持するに

たるほどの市場を｣持てないため,途上国自身の経済成長の可能性が全面的に

挫折してしまうとして,かかる傾向の過大化を防ぐ必要を,報告は強調してい

る｡アウタルキー的方策よりもむしろ,国際市場の中で,鉱物原料資源など比

較的優位な産業への投資を行い,｢匡l内市場で期待される以上の売上を,確実

に期待し得る｣道を選んだ方が,途上国経済成長にとって,有効であると論じ

たのである的O

この議論から分かるように,MIT報告は明らかに,途上国の経済発展の戦略

に関して,モノカルチャー経済への批判を意識した世界資本主義経済から自立

する傾向を持ったでの輸入代替型の発展ではなく,国際分業の原則に則った輸

出指向型を想定していたのでらる田｡

5.むすび

以上,1957年に上院特別委員会に提出されたcED報告とMIT報告を対象に,

途上国の経済発展の ｢自由世界方式｣の ｢改革｣における優位性と,その民間

投資の ｢地ならし｣としての実際の提言,世界資本主義経済への参加という条

件などの側面を検討することで,アメリカが1950年代末葉に途上国開発政策を

構想する際,｢社会主義｣との対抗をどのように意識していたのか,が明らか

になったと思われる｡最後に,以下の2点について,まとめておきたい｡

(1) 社会主義との対抗の限りでの ｢改革｣性

第-は,この両報告が社会主義との対抗の中で提示した,経済発展の ｢自由

世界方式｣のもつ ｢改革｣的要素の理解についてである｡これらの報告は,開

発計画を全体としては,共産主義につながる途上国経済発展の道に対抗する包
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括的な途上国の経済開発を構想したものと位置づけている｡共産主義的発展の

行きつく先は,ソ連的な社会 (-｢強制｣的であり,国民の生活や農業などを
抑圧したもの)であると論じ,それと対比して,個人の自由が全面的に開花し

ている現在の先進諸国社会のような社会への発展を筋道として描いている｡

しかし同時に,これらの構想において,実際の ｢改革｣の提言の段になると,

施設整備と行政官 ･企業家 ･熟練労働者という担い手の育成といった,民間資

本の投資が生産的に行なわれるための ｢改革｣ということに限定されて議論さ

れている｡構想が,所得の平等的分配や,福祉といった期待を背負った ｢社会

主義｣との対抗を意識し,なおかつ当時 ｢福祉国家｣の成立していた西欧諸国

を始め,労働者の政治的 ･社会的 ･.経済的同権化を前提とした ｢現代的｣統合

段階に至っていた先進諸国のような社会への成長段階論を提起していたにもか

かわらず,当然そこに想定される,労働者への権利付与 (団体権 ･団体交渉権)

などは,｢改革｣の中には全く提起されていないのである｡

つまり,これらの構想が途上国社会の全体の ｢改革｣を強調したのは,単に

当時の ｢社会主義｣諸国の経済発展の実績という側面だけでなく,途上国国民

(-被支配層)に ｢社会改革｣(伝統的支配構造の打破と平等的政策)の実現可
能性という魅力を与えた ｢社会主義｣的路線 (その援助)との対抗上,必要な

範囲でのことであった｡実際には途上国の経済成長の基礎条件の形成,｢民間

投資の地ならし｣という側面に重点が置かれていたため,資本蓄積に適合的な

｢改革｣の域を出ず,現代国家における国民統合において決定的に重要とされ

る資本蓄積規制的な要素は位置づかなかった,と理解できよう｡

確かに,MIT報告における経済成長段階を区別したところは,｢改革｣の内

容の段階毎の変化が想定されており,報告の課題が第一段階の基礎的条件の形

成に焦点があったとも言えなくもない｡しかし,段階区分そのものを経済成長

率を基準に行っていることからも分かるように,明らかに ｢社会改革｣による

国民統合の質的変化は主要なモチーフではなかったと言えよう68｡

また経済発展の方向性に関して極端なアウタルキーの回避を議論する中で,

途上国がその ｢資本財源の若干分が｣を ｢引き続き輸出原料のコスト低下に振

り向け｣るなら,｢国内原料の低コストによって,彼ら自身の経済成長を利す

る｣,というロジック69は,換言すれば,国内での生産コストを抑える-低賃金

の維持によってこそ経済成長が可能となる,ということであって,労働者の団
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結権や団体交渉権の承認など,資本蓄積行動を規制する性格を持った方策がこ

の構想の中で全く位置づいていないことがこの点からも見て取れる｡

(2)経済的実体を伴った社会主義路線との対抗

第二は,両報告における ｢社会主義｣との途上国経済の発展路線に関する対

抗は,途上国を自らの勢力下に入れるための ｢援助競争｣と理解されるのでは

なく,援助の先の経済発展の方向に関するとして意識されていたと理解される

べきである,という点である組.っまり,単なる政治的 ･イデオロギー的対立

ではなく,アウタルキー的 ｢国民経済｣化か,世界資本主義経済へ組込まれた

｢匡l民経済｣化か,という実体を持った路線の対抗関係がみられるのである｡

cEDとMITの二つの報告が,途上国民衆の経済成長への要求の強まりに付

け込んだ ｢共産主義｣の ｢援助攻勢｣に対抗するために経済発展の ｢自由世界

方式｣を打ち出すという問題意識とともに,国際貿易に大きく依存している先

進国経済の成長にとって利益となるような方向で途上国経済を開発しなければ

ならない,という関心も有していたことは,論じた通りである｡

4.で検討した通り,当時の途上国経済発展の ｢自由世界方式｣の内実は,

極端なノアウタルキー傾向を回避し,国際貿易 ･世界資本主義経済への組込みを

前提としたものであった｡これは,途上国が,保護貿易的政策の下,自国産業

を全体として開発する自給自足的な方向(-輸入代替型工業化)ではなく,比
較優位な生産物 (それが原料資源であることは多い)への投資を優先すること

で経済成長が促進される輸出指向型戦略の方が,途上国の経済発展に有利であ

るという議論である｡

報告は,｢自由世界方式｣の下での経済発展が,途上国にとってメリットが

あると論じる一方で,途上国と貿易を行っている先進諸国にとってもメリット

があることを重視している｡つまり,途上国に,安い原材料供給者として,ま

た先進諸国生産物の市場としての役割を求めているのである｡

このように,極端なアウタルキー回避を訴え,輸出指向型の経済成長の方向

を目指した ｢自由世界方式｣は,国際市場において比較優位な産業の開発を途

上国が優先することで,｢安い原材料供給者｣としての役割を果たせるし,そ

の輸出によって外貨を獲得し,獲得した外貨で先進諸国の生産物を輸入する,

というサイクルを念頭に置いたものとまとめられるであろう｡
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ここに,明らかに,途上国への開発援助政策における ｢自由世界方式｣と

｢共産主義的方式｣という ｢二つの道｣の対抗の議論には,途上国の ｢国民経

済｣建設の路線の違いという内在的な対抗軸が存在していた,ということが読

み取れるのである｡

以上,1957年に提示され,60年代のアメリカ途上国援助政策の萌芽と位置づ

けられるcEDとMIT両報告の途上国経済発展の構想を見てきたが,これらの

議論が,資本蓄積と矛盾しない範囲での ｢改革｣の提言,途上国経済の世界資

本主義経済への組込みを前提とした点を見ると,今日の ｢開発独裁｣の評価や

多国籍企業論 ･資本のグローバリゼーションのあり様と先進諸国の政策との連

関についての研究とっながってくると思われる｡また,かつての ｢社会主義｣

が資本主義世界の政策に与えたイン/ヾクトを単なる東西冷戦という理解を超え,

実体的に再評価していくことは,｢社会主義｣圏が崩壊した今日の世界の推移

を見て行く上で非常に重要であろう｡

(1)石井摩耶子 ｢貧困からの脱却と発展への道｣木畑洋一編 『(南)から見た世界06 グローバリゼー

ション下の苦闘』大月書店,1999年,45頁｡

(2)土生長穂編 『開発とグローバリゼーション』柏書房.2000年,ll-12頁｡

(3)2001年7月のジェノバ･サミットへの抗議は記憶に新しい｡

(4)高田和夫 ｢(南)の世界における平和と開発｣木畑洋一緬,前掲書.116-119頁｡

(5)さしあたり,次を参照.土生長穂 ･河合恒生編 『第三世界の開発と独裁』大月書店.1989年.

(6) アメリカの対外援助政策史に関しては,さしあたり川口融 『アメリカ対外援助政策- その理念

と政策形成』アジア経済研究所,1980年,山田浩 『戦後アメリカの世界政策と日本』法律文化社,

1967年,を参照｡

(7)原覚天編著 『援助の実態と経済政策』アジア経済研究所,1969年,27_28頁｡

(8) この時期の経緯は以下を参照｡古田元夫 ｢冷戟と第三世界の挑戦｣古田元夫･油井大三郎 『世界

の歴史28第二次世界大戦から米ソ対立へ』中央公論社,1998年,301-304貢｡

(9) これとは別の文脈で,国際収支の悪化から,贈与中心の援助から借款中L､の援助への切り替えが

行なわれた,という指摘も一般的にされている.磨,前掲書,35136頁o

(10)斉藤仁 ｢東南アジア農業問題の内部問題｣,滝川勉 ｢現代アジアにおける土地改革の基本性格に

関する一考察｣滝川勉 ･斎藤仁編著 『アジアの土地制度と農村社会構造』アジア経済研究所,1968

年｡

ul) フィリピンやグァテマラの歴史を見れば,そうした事実があったことは明らかである｡さしあた

り,以下を参照｡GabrielKolko,Confn〝LZ"g伽 TbLndWorn:UMpled∫lo/eJfQ吻 Po/'g,194511980,

pantheonBooks,NewYork,1988.邦訳 『第三世界との対決』岡崎維徳訳,筑摩書房,1992年 (邦

訳のみ使用),64-68,1061111頁.中野聡 ｢米国の干渉政策とフィリピン社会｣『アメリカ史研究』
第10号,1987年｡上村直樹 ｢米国の冷戦外交とラテンアメリカの革命- ボリビア革命とグァテマ

ラ革命の比較｣『アメリカ研究』第26号,1992年｡
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u2)本稿では,｢社会改革｣という用語を.途上国の伝統的統治構造の改革(-｢近代化｣)の要素と,
全国民を対象とした政治的･社会的･経済的同権化 (-｢現代化｣)の要素の両者を含んだものと
して用いているo

u3) LLJ内一男 ｢平和共存の経済的諸問題｣井汲卓一 ･今井則義 ･字高基輔 ･江口朴郎 ･吉村正晴編

『現代帝国主義講座第Ⅲ巻 現代帝国主義と社会主義J)E]本評論社,1963年,84-92頁｡岡倉古志郎･

蝋山芳郎編著 『新植民地主義』岩波書店,1964年,13頁.

04) TheResearchandPolicyCommitteeoftheCommitteeforEconomicDevelopment(RPCICED),

BLt)nOmJCDeuC/Opwe〝/A∬istd〝EC･･A LA71g-Te- Poh'g/orAJJLShngB-omicG,pAytbd71dBJ160〟′轡PBI"J砂e〝de〝ccL'"

LbCU"dendeue/opcdNGJio〝∫oflbcFreetVorM,C.E.D･,NewYork,April1957.MaxFrankh Miuikan良Walt

whltmanRostow,A P呼oJGJ･Kgtoa〝BMCCdyeFoluk"Poh妙,Harper良 Brothers,NewYork,1957.邦
訳 『後進国開発計画の諸問題』前田寿夫訳,E]本外政学会.1958年Cこの上院対外援助検討特別委

員会に提出された他の報告と,この二報告を対比してみると,当時の対外援助に関して,大きくは

政府援助拡充派と民間投資重視派とに分けることができる｡両者は,途上国の経済成長を通じて自

由主義陣営へ統合することが必要という認識では一致しつつも,その方策として.政府援助中心と

民間投資のどちらがより効果的か,という点で意見が異なっていた｡この時期の経緯に関して,以

下の研究が参考になる｡ThomasV.DiBacco,HAmericanBusinessandForeignAid:TheEisenhower

Years:'B〝sincsJHistogRL"CV,Vol,41,No.1,spring1967,DavidS･McLelhn也 CharlesE.Woodhou岳C,

"TheBusinessEliteandForelgnPolicy:'TbcWcJtemPo/7'k〟/Quarterly,Vol･13,No･1,March1960lH･

FieldHavJand,Jr.,"ForeignAldandthePoncyProcess:1957,"TheAmen'ED〝Po肋 /∫cl'C"CCRLWClr,VoJ,52,

NoL3,september1958l

u5) ロストウは国家安全保障担当であり,ミリカンは対外援助担当の補佐官であったo

u6)cEDについては,さしあたり,川口,前掲書,288頁,牧野裕 ｢『経済発展委員会』の設立と経
済政策思想の転換｣『アメリカ史研究』第6号,1983年,48149頁を参照D
q7) ここでは,基本的に両報告を.途上国開発援助政策拡充を主張したほぼ同様の内容を持ったもの

と位置づけ,まとめて論じる形を取っている｡細かくは違いも見られるが,基本的ベクトルは重なっ

ており,本稿の議論の中では問題ないと思われる｡

任8)事実,途上国の経済開発の問題は,ヨーロッパ経済の再建に従属する問題として扱われ,アメリ

カからの民間投資の多いラテンアメリカにおいてさえもまとまった経済援助は受けていなかった｡

AndrewI.Rotter,.'TheBigCanvas:TheUnltedStates,SoutheastAslaandtheWorld:194811950;'ph.

D･thesュs,StanfordUniversity1981,p,22.

89)軍事援助そのものの削減を要求しているわけでなく,経済援助の増額を要求している｡

CtO RPC-CED,op.a'1.,p .7.

621)Miuikan良Rostow,op.dI.,p.4,邦訳,15瓦っ
物 IbL.a.,p.6,邦訳,18頁.

C3)IbJld.,pp.2-3,邦訳,17118頁0

位4)RPCICED.op･at･,p.7.またcED報告は,この途上国の経済成長への要求を ｢望ましくとも,盟

ましくなくとも,どちらの方向でも,世界史を形成することのできるほど力強い要求｣と論じてい

る｡Ibl.a.,p.10.

g5)Ibid.,ppJ1-12.

e6)Ib'd"p.12.
節 MiJnkan&Rostow,op.E7t.,pp.516,邦汎 17貢｡

紬 Ibd.,p.6,邦訳,18瓦

Qg)RPC-CED,QP,a'(.,p.13.

00) M皿km 衣 Rostow,op.a-/.,pp.81-83,邦訳,1101111頁｡MIT報告は,同箇所でE]本の現状につい
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てはより深刻であるとし,｢成長のためには,もちろん,単に生きて行くためにも,貿易の復活が

必要である｣と指摘している｡

即｢(経済成長を渇望する- 引用者)これらの諸国の出現によ-･'て,合衆国は,-経済問題をはる
かに越えて広がった広範な問題に直面している｣｡RPCICED,op.at.,p.14.

C32)Miuihn& Rostow,01'.a't.,pp.,19-23,邦汎 34-39頁｡経済開発援助をこのように,途上国の政治
的･社会的改革を促進するものとして捉えることによ.･'て,報告が,一方で単純な援助の政治的利

用を批判しておきながら,他方では政治的目的の達成のための迂回的手段として援助を位置づけて

いることが理解できる｡

03)Ibld.,p.5,邦訳,16頁.
朋 IbJ-a.,pp.24-25,邦訳,40-41頁｡

05)RPC-CED,op.at･,p･14,

鮒 Miuikan& Rostow,op.dt,p.15-16,邦訳,29-30乱 逆に ｢資本主義｣という言葉は,｢不幸なも
のの搾取であり,公共福祉を無視する利己的利益の追求であり,少数の無責任な手に7Ij:る巨大な経

済力集中であり,弱者や理想主義的なものを,容赦なく破壊する浪費的な共食い競争｣という意味

を付与されている｡

耶 Ibtd.,pp.5-6,邦訳,17頁｡

鮒 Ibld.,pp.12-13,邦訳,26貢｡

C39)RPC-CED,01'.a-I.,p.28.MiJhkan良Rostow,op.L7-/,,PP.39-40,邦訳,59-60頁.MIT報告が,世界的
規模の開発構想として打ち出すほうが,より支持を得られやすいと強調していることも,｢自由世

界方式｣の魅力を,社会主義の体系的構想に対抗する形での,体系的構想として打ち出すという同

様の文脈で捉えられるであろうoIb7-a.,pp.66-67,邦訳,92頁｡

(40)IbJ'd.,pp.44154,邦訳,63-77頁｡この経済発展の諸段階論は,ロストウは後に ｢五つの成長段階｣

論として,より精撤化している.W.W.Rostow,Tbc∫1GBeJOfElo〟onlt'G'UwLb:A NoかComm〝〝L'St
MG"gTcJlo,neSyndlCSOftheCambridgeUniversltyPress,1960.木村健康 ･久保まち子 ･村上泰亮共
訳 『経済成長の諸段階- つの非共産主義宣言』(初版)ダイヤモンド社,1951年｡
(aMilukan& Rostow,op.at.,pp.45-46,邦汎 66瓦 両報告が,援助の資格として,こうした全国的
長期的開発計画の明確化を第-に挙げていることはかかる脈絡でであろう.IbFd.,p,66,邦訳,90頁｡

RPC-CED,op at.,pp.22128,両報告とも,かかる途上国の長期的計画を支えるアメリカ側の援助政
策の長期的継続性を提言している｡特に,1年ごとに議会での承認が必要な現状を改革し,長期的

な財政支出の権限を付与することが必要と強調している｡Ibtd,,p,22123.Millikan也Rostow,op.a'1.,

pp.67-68,邦訳,93-94頁｡

(4ZIIbtd.,pp.38-39,邦訳,58貢O

(43)IbLd.,p.104,邦訳,135-136頁｡この点 MIT報告は.アメリカの援助の目的は,経済成長のため
の基礎条件をつくらせ,必要時には資本をもって援助し,｢自立的成長の段階に達せしめること｣
であり,｢工業国と後進国との間の所得再分配といったようなことが目標なのではない｣と論じて

いるolbld,,p.54,邦汎 77頁｡

(a Ibz'd.,p.36,邦訳,55頁｡
(45) この点に関して.CED報告では,｢企業の自由,競争の価値,労働者の組織と交渉の権利,財産
の私的所有の権利といった我々の基本的な概念は,根づく機会があれば,そこに落ちつくであろう

と,考えている｣として,労働者の団結権 ･団体交渉権に関わる内容も触れているが,ここだけで

あるoRPC-CED,op,df.,p.27.

(媚 Mnukan良Rostow,op.at.,pp.14-15,邦言札 28-29貢.この ｢政府の保護下｣での ｢かなり猛烈な
資本形成｣を行なった実例として,1868年以後10年間の日本や,1951年から56年までのインドを挙

げている｡



84 一橋研究 第26巻3号

(47) これに対して,CED報告では,途上国政府は,｢西側経済の成功において企業と企業家がどれほ
ど決定的な役割を果たしたかを認識していなかった｣ため,政府主導での開発に乗り出そうとする

試みは,分権的で独立した企業の出現を奨励せず,企業経営者の求める刺激と自由を提供しないこ

とがしばしばである｣と,経済開発の初期段階における政荷の役割についての評価は,M汀と異な

り否定的である.RPC-CED,op.dL,pp26127.

日額 Ib'dlP.13.MIT報告は,このアウタルキーの回避という援助資格の基準は,｢後進国経済にとっ
て重要なだけでなく,米国を含めた工業国にとっても.重要だから｣｢特別な注意に値する｣とし
ている.Milhkan& Rostow,op.df.,p,78,邦訳,106瓦｡

仕分 RPC-C】三D,op.af.,p.13.Milllkan&Rostow,op.67t.,P.81T82,邦訳,110-111頁｡
60) この点,資本主義先進諸国が途上国経済の開発を促進したのか否か,という論点に関わってくる

問題であろう｡この点については,今後の検討課題である｡

61)zbL'd.,pp.79-80,邦訳,107-108頁｡

伍2)Ibt'd"pp▲80181,邦訳,1091110亘07ウタルキー批判は,MIT報告で主に論じられている｡ただ,
cED報告も,援助形態の国際化の効果の一つとして,途上国が経済ナショナリズムへ流れるのを

防ぐという点をあげており,MIT報告とほぼ同様の発想に立っていたと思われるoRPC-CED,op.

at.,p.24.
63)MIT報告は,アメ))カがかかる主張をする前提として,自由貿易的政策を自ら実行し,｢国際分
業の可能性を開拓し,国際貿易を促進する｣よう ｢自ら範を垂れるのでなければ｣ならないと提起

している｡Miukan& Rostow,opE7L,p･78,邦汎 106頁｡

64)後に,W ･W ･ロストウは,経済発展と政治の関連についてを検討しているow.W.Rostow,The

po/th'cJa〝d肋 ∫fwgeJ0/GIVy血,CambridgeUnlVerSltyPress,London,1971.高坂正免 山野博史,戸部
良一訳 『政治と成長の諸段階』ダイヤモンド社,1975年｡ロストウ理論そのものの検討は機会を改

めて行ないたい｡

65)M皿kan& Rostow,op,a'7.,pp.83-84,邦訳,112真｡
伍6) ソ連の経済援助政策の実際の展開過程については,また別個に検討しなければならない課題であ

ると思われるbここで札 ソ連などの社会主義陣営の援助との対抗で,アウタルキー的方向と,輸

出指向型の方向との対抗を経済政策の面では考えていたということを論じたのである｡




